
平成２６年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No 2    金融庁      

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
 ＥＴＦの償還に係る課税の見直し 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

 

ＥＴＦ（Exchange Traded Fund）とは、特定の株価指数の構成銘柄と同様の現物株式を集めて受益証券を取得

し、また、一定口数の受益証券と現物株式の交換を行うことが可能な投資信託であり、その受益証券が取引

所に上場されるものである。 

 ＥＴＦは投資家にとって、低コストにて、簡便かつ効果的な分散投資が可能となる金融商品であり、広く活用さ

れている。 

 

・特例措置の内容 

 

ＥＴＦの信託結了時の配当所得の計算において、「信託元本」の金額を「個別元本」から「平均信託金」に変

更すること。 

 

 

 

関係条文 

 地方税法第 23条、所得税法第 24条、所得税法施行令第 59条、 

租税特別措置法第９条の４の２、37条の 10、67条の６ 

 

減収 

見込額 

［初年度］   －   （  －  ）  ［平年度］  －   （  －   ） 

［改正増減収額］   －                         （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

ＥＴＦの新規上場・淘汰を促し市場の活性化を図るため、ＥＴＦが金銭償還できるように必要な措置を講ずる。 

 

 

（２）施策の必要性 

ＥＴＦの信託結了にあたっては、個別元本方式で計算された「信託元本」と償還・解約金額との差額を配当所得

とし、源泉徴収することとされているが、ＥＴＦでは「個別元本」（当初受益者の払込金額）を把握できないため、

源泉徴収税額を計算することが不可能。 

このため、現状ＥＴＦを終了させる際には、金銭償還ができず、全て指定販売会社による買取により、対応せざ

るをえない。 

この結果、完全にＥＴＦを終了させるまでに相当の時間及びコストを要しており、投資家のニーズを踏まえた ETF

の新規上場・淘汰が進まない要因となっている。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 なし 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

Ⅱ－３ 
資産形成を行う者が真に必要な金融サービスを受けられるための制度・環境整備 

政策の 

達成目標 
 国民の資産形成等のために、真に必要な金融サービスが提供されること 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

恒久措置とする 

同上の期間中

の達成目標 

 
（「政策の達成目標」と同じ） 

 

政策目標の 

達成状況 

 
新規要望のため、該当せず 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 
４，７２３万人（平成２４年度 所有者別株主数） 
（出典）東京証券取引所等「平成２４年度株式分布状況調査」 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 
 要望の措置を講ずることにより、ＥＴＦの新規上場・淘汰が進むことにつながり、市場活性化に
有効である。 

 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

なし 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

なし 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

なし 

要望の措置の 

妥当性 

 要望の措置は、ＥＴＦの金銭償還時の源泉徴収額の計算を可能とし、ＥＴＦの新規上場・淘汰に

つながるものであり、妥当である。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 
新規要望のため、該当せず。 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

 新規要望のため、該当せず。 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

 新規要望のため、該当せず。 

前回要望時の 

達成目標 
 新規要望のため、該当せず。 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 新規要望のため、該当せず。 

これまでの要望経緯  新規要望である。 

ページ ２―３ 


